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＜規格情報＞ 

規格番号（発行年） JIS C 9335-2-27（20xx） 

対応国際規格番号（版） IEC 60335-2-27（第5 版(2009)，Amd.1(2012)，Amd.2(2015)） 

規格タイトル 家庭用及びこれに類する電気機器の安全性－ 

第2-27部：光線による皮膚照射用装置の個別要求事項 

適用範囲に含まれる主な電気用品名 その他の放電灯器具、家庭用光線治療器 

廃止する基準及び有効期間 J60335-2-27 (H20)、3年間 

 

＜審議中に問題となったこと＞ 

a）3.101の紫外線照射器の定義の中で，波長範囲が「200nm～400 nm」とあるが，国内測定器メーカス

ペックから，350nm～400nm 等として欲しいという要望があった。協議の結果，この規格は，対応国際

規格に対応しているため，IEC規格原文の定義を採用すること，また，家庭用紫外線治療器では254nm

付近の測定を行う必要があるため，波長範囲は対応国際規格のままとすることにした。測定についても，

対応できないわけではないため，試験を行う側で測定方法を検討することになった。 

b）7.12のUV機器の取扱説明書に記載する，“使用してはいけない人”の中に，対応国際規格が“persons 

suffering from sunburn”とあり，これを直訳すると“日焼けに苦しんでいる人”となるが，日本語として

理解しにくいという意見があって，協議の結果，“日焼けによる症状がある人”と意訳した。また，“日

焼けによる症状”とは，過度に日を浴びることによって，病的に皮膚が赤くなることをいう。 

c）箇条8で，JIS C 8105-1の第8章（感電に対する保護）では，照射器の交換中に適用するとあるが，

SELV回路の考え方は、JIS C 8105-1 では60V以下、JISC9335-1では42V以下と規定しており、JIS C 

8105-1を引用すると，通則の JIS C 9335-1より緩くなるため，感電のリスクが高まるのではないかとい

う指摘があった。協議の結果，ただし書きで，“取扱説明書で使用者による交換を禁止し，交換には工

具が必要な場合を除く。”とあり，一般的な人ではなく，ある程度知識がある人が行うことを前提とし

ているため，JIS C 8105-1の第8章を適用するのは，“照射器の交換中に適用する”とし，対応国際規

格のままとした。 

d）現行の版では，“E27 及び E40 電球受金は，使用してはならない。ただし，取扱説明書で使用者に

よるランプの交換を禁止している場合，使用できる。”と24.1.1に追加していたが，通則では，コンデ

ンサに関する要求事項であって，ここに追加される理由がわからないという指摘があった。協議の結果，

24.101Aとして追加した。 

e）32.101において，対応国際規格では，総実効放射照度を波長が320 nm以下は，0.15 W/m2 ，波長が

320 nmから400 nmは，0.15 W/m2と規定しているが、異なる波長に対して同じ数値を記載するのは不自

然であるという指摘があった。協議の結果，それぞれの波長の範囲における実効放射照度を合計した値

になるため、異なる波長範囲における実効放射照度の値が同じでも問題はないという結論に至ったた
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め，対応国際規格のまま規定した。 

 

 

 

＜主な国際規格との差異の概要とその理由＞  

現在の別表第十二に採用されている技術基準とは相違する主なデビエーション。 

項目

番号 

概 要 理 由 

3. 紫外線照射器，UV照射器， 赤外線照射器，IR照射器，

UV機器，IR機器，可視光照射器，VIS照射器，VIS機

器の定義から，家庭用光線治療器及び家庭用光線治療器

の照射源を除外する文を追加した。 

家庭用光線治療器の規定は，別のカテゴリとして規定す

るため除外するため。 

3 家庭用紫外線治療器，家庭用赤外線治療器，家庭用炭素

弧光灯治療器，家庭用光線治療器の定義を追加した。 

家庭用光線治療器も適用範囲に含めるため新たに定義を

追加した。 

5.101 電熱機器として試験する機器に，家庭用赤外線治療器を

追加 

家庭用赤外線治療器も IR照射器を含む規定と同様にす

るため 

7.1 使用を推奨する照射器の型式を表示しなければならない

機器に，家庭用紫外線治療器を追加。 

対象となる機器に家庭用紫外線治療器も追加する為。 

7.1 紫外線の照射は，肌の劣化や将来的に皮膚がん引き起こ

すことがある旨に関する警告文を表示する機器に，家庭

用炭素弧光灯治療器及び家庭用紫外線治療器を追加 

対象となる機器に家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭用紫

外線治療器を追加するため。 

7.1 100 000cd/m2を超える輝度を持つ機器に警告文を表示す

べき機器に，家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭用紫外線

治療器を追加。 

対象となる機器に家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭用紫

外線治療器を追加するため。 

7.1 適切な交換ランプの製造業者，等を表示しなければなら

ない機器に，家庭用赤外線治療器を追加した。 

対象となる機器に家庭用赤外線治療器を追加するため。 

7.1 構造上意図する照射距離を確保できない場合に，

IEC60417の記号を用いて推奨照射距離を表示しなけれ

ばならない機器に，家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭用

紫外線治療器を追加。 

対象となる機器に家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭用紫

外線治療器を追加するため。 

7.12 取扱説明書に記載する内容に応じて、対象となる機器に

ついて，UV機器，VIS機器，IR機器及び家庭用光線治

療器の区分を明確にした。 

対象となる機器として追加した，家庭用光線治療器の取

扱説明書に記載すべき事項を，明確にするため。 

19.2, 

19.3 

IR照射器を持つ機器の異常運転試験の規定に，家庭用炭

素弧光灯治療器及び家庭用赤外線治療器を追加。 

対象となる機器に家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭用赤

外線治療器を追加するため。 

22.110 照射を終了する制御器についての規定に，家庭用炭素弧

光灯治療器及び家庭用紫外線治療器を追加した。 

対象となる機器に家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭用紫

外線治療器を追加するため。 
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項目

番号 

概 要 理 由 

22.112 UVフィルタを外した状態での試験方法に32.101Aの試

験を追加した。 

家庭用光線治療器の内，UVフィルタを外した状態で試

験をする必要のあるものについて，試験方法を明確にす

る為。 

24.101A 「E27及びE40電球受金は，取扱説明書で使用者による

ランプの交換を禁止している場合を除いて，使用しては

ならない。」という規定を追加した。 

日本にはE26及びE39というサイズのランプが流通して

おり，このランプはE27又はE40受金に挿入できるが，

その状態での感電保護や温度上昇などの安全性が保証さ

れない為。 

32.101A 家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭用紫外線治療器につい

ての総実効放射照度の規定を追加した。 

紫外線を照射する家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭用紫

外線治療器について，総実効放射照度の規定が必要であ

るため。 

図103 表題について，「紅はん（班）作用曲線」を「UV作用曲

線」とし，「非メラノーマ皮膚がん作用曲線」を追加した。 

家庭用光線治療器の実効納車照度の計算には，旧版で用

いた非メラノーマ皮膚がん作用曲線を用いるため。 

附属書

EE 

「この規定は適用しない」とした。 日本国内で使用する規格であるため，欧州などでの規格

内容の差分資料は削除した。 

 

＜主な改正点＞ 

箇条 主な改正点 

表題 規格の表題を，「紫外線及び赤外線による皮膚照射用装置の個別要求事項」から，「光線による

皮膚照射用装置の個別要求事項」に修正した。 

1 適用範囲の照射器から皮膚に照射される光の波長帯域について，100nm~1mmと明記した。 

1 適用を意図しない機器として，スキンケア又はヘアケア用機器（JIS C 9335-2-23），サウナ用

電熱装置と赤外線キャビン（JIS C 9335-2-53），レーザー及び強い光源を含む化粧及びビュー

ティケア機器（IEC 60335-2-113）を追加した。 

3 この規格で用いる次の用語を追加し定義した。 

UVフィルタ（3.104），UV機器（3.105），IR機器（3.106），可視光照射器（3.107），VIS機

器（3.108），家庭用紫外線治療器（3.109），家庭用赤外線治療器（3.110），家庭用炭素弧光灯

治療器（3.111）及び家庭用光線治療器（3.112） 

7.1 機器への表示について，以下を追加した。 

・日やけ用の機器への等価コード範囲。 

・免除グループではない機器への警告表示。 

・VIS照射器又は IR照射器をもつ機器及び家庭用赤外線治療器への交換ランプ情報。 

7.1 

7.6 

構造上意図する照射距離を確保するような構造を確保できないUV機器，家庭用炭素弧光灯治

療器及び家庭用紫外線治療器に表示すべきマークを規定した。 

7.12 取扱説明書への記載内容に，以下の修正を行った。 

・UV機器，家庭用炭素弧光灯治療器,家庭用紫外線治療器及び家庭用赤外線治療器の取扱説明
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書には，“機器の動作中に第三者，特に子供を近づけてはならない。”旨を含まなければならな

いこととした。 

・UV機器，VIS機器，IR機器及び家庭用光線治療器の取扱説明書に記載すべき内容について，

旧版の内容を箇条書きに書き改めた上，必要に応じて内容を修正した。 

11.2 温度上昇試験において，蛍光ランプを持つ機器での電極位置について追加した。 

21.1 現行の版では，衝撃試験において，機器が落下した場合に床にぶつからない照射器及びガラス

部分については試験を実施しないとなっているが，翻訳が適切ではなかった為修正を行った。 

22.35 対応国際規格の通り，短時間のみハンドルやレバーに触れる機器では本規定は非適用とした。 

22.105 垂直に対して35°を超える角度に傾けて使用することを意図したUV照射器を備えた機器の

タイマ故障時の試験の適合性が電子回路の動作，若しくはプログラマブル電子回路の動作に依

存する場合での試験方法について追加した。 

22.106 UV機器におけるタイマの最大設定値を「800J/m2」から，「600J/m2」に変更した。 

22.111 等価コードの表示方法、及び表示についての判定方法を追加した。 

22.112 UVフィルタが外された場合でも紫外線に対する安全が確保されていることを，32.101又は

32.101Aの試験で判定する規定を追加すると共に，適合性がプログラマブル電子回路のソフト

ウェアに依存する場合は，附属書Rの要求事項に従って判定することとした。 

22.113 人を完全に囲むことができる機器について，開放試験を追加した。 

22.114 人を完全に囲み内部から固定できる商業用の機器について，操作者が中に入る手段を持つ規定

を追加した。 

22.115 メタルハライドランプに関するグローワイヤ試験を追加した。 

32.101 

32.101.1 

32.101A 

UV機器における総実効放射照度の制限について規定を修正し，家庭用炭素弧光灯治療器及び

家庭用紫外線治療器の，総実効放射照度についての規定を追加した。 

32.102 VIS照射器及び IR照射器を組み込んだ機器について，超えてはいけないリスクグループを設

定した。 

32.103 保護ゴーグルの最大透過率を規定する波長範囲を修正した。 
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規格番号：JIS C9335-2-27:20xx規格名：家庭用及びこれに類する電気機器の安全性－第 2-27部：光線による皮膚照射用装置の個別要求事項 

技術基準 
該当 

規格 補足 

条 タイトル 条文 項目番号 規定タイトル・概要 

第 二 条

第1項 

安全原則 電気用品は、通常の使用状態において、人体に危害を

及ぼし、又は物件に損傷を与えるおそれがないよう設

計されるものとする。 

■該当 

□非該当 

箇条4 箇条4 一般要求事項（第1 部の箇条4 による。） 

機器は，通常使用時に起こりやすい不注意があって

も，人体及び／又は周囲に危害をもたらさないよう

に安全に機能する構造でなければならない。 

 

第 二 条

第2項 

安全原則 電気用品は、当該電気用品の安全性を確保するため

に、形状が正しく設計され、組立てが良好で、かつ、 

動作が円滑であるものとする。 

■該当 

□非該当 

箇条4 

 

 

 

箇条22 

22.24 

 

 

22.101 

 

 

22.102 

 

 

 

 

22.103 

箇条4 一般要求事項（第1 部の箇条4 による。） 

機器は，通常使用時に起こりやすい不注意があって

も，人体及び／又は周囲に危害をもたらさないよう

に安全に機能する構造でなければならない。 

箇条22 構造（第1 部の箇条22 による。） 

22.24 裸の加熱素子は，通常使用中に過度に位置が

ずれないよう支持されていなければならない。加熱

素子の破裂が危険を増加させてはならない。 

22.101 通常の使用状態で開ける必要がある蓋をも

つ機器は，蓋が不用意に閉じない構造でなければな

らない。 

22.102 つるす部分，又は人の上で昇降することを

意図した部分をもつ機器は，つり下げ機構の故障，

又はその部分が過剰に移動することがあっても，い

かなる障害も防止する安全装置を備えていなければ

ならない。 

22.103 全身照射，又は人の上で用いることを意図
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22.104 

 

 

22.105 

 

 

22.106 

 

22.109 

 

 

 

22.110 

 

 

箇条23 

23.6 

23.8 

23.9 

箇条24 

24.1 

 

 

する照射器は，偶発的な損害から保護しなければな

らない。 

22.104 人の上で用いることを意図する固定形機器

は，緩みを防止する固定機構を備えていなければな

らない。 

22.105 垂直に対して35°を超えて傾斜したUV機

器は，タイマが故障すると自動的に紫外線の照射が

止まる構造でなければならない。 

22.106 UV機器は，紫外線の照射を終了するタイマ

を備えなければならない。 

22.109 可燃材料の不用意な着火を防止することを

意図したガードは，機器に確実に取り付けられ，工

具を用いずに完全に取り外せないよう確実に取り付

けなければならない。 

22.110 UV機器，家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭

用紫外線治療器は，照射を終了する制御器を備えて

いなければならない。 

箇条23 内部配線（第1 部の箇条23 による。） 

23.6 内部配線上のスリーブの固定方法。 

23.8 アルミニウム電線の内部配線への使用禁止 

23.9 より線のはんだ束ね禁止。 

箇条24 部品（第1 部の箇条24 による。） 

24.1 ランプホルダ又は安定器の端子を流れる電流

が定格値を超える場合，端子は，JIS C 8105-1:2017

の15.6に適合しなければならない。試験電流は，機
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箇条25 

 

箇条26 

箇条28 

器を定格電圧で動作させて測定した電流の 1.1 倍の

電流とする。 

箇条 25 電源接続及び外部可とうコード（第1 部の

箇条25 による。） 

箇条26 外部導体用端子（第1 部の箇条26 による。） 

箇条28 ねじ及び接続（第1 部の箇条28 による。） 

第 三 条

第1項 

安全機能を有す

る設計等 

電気用品は、前条の原則を踏まえ、危険な状態の発生

を防止するとともに、発生時における被害を軽減する

安全機能を有するよう設計されるものとする。 

■該当 

□非該当 

箇条19 

19.1 

 

 

 

 

 

19.2 

 

 

 

 

 

 

19.101 

 

 

 

 

箇条19 異常運転（全細分箇条を含む） 

19.1 以下を追加する。 

機器に対しては，19.4～19.12， 19.101 及び 19.102

の該当する試験を適用する。 

蓋をもつ機器であって，取扱説明書に蓋を閉じて機

器の電源を入れてはいけない旨の警告の記載が無い

機器は，19.2及び19.3も適用する。 

19.2 通常の使用時に蓋を開けて用いる機器は，蓋

を閉じた状態で試験する。 

箇条 11 に規定する状態で機器の試験を行う。IR 照

射器をもつ機器，家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭

用赤外線治療器は，定格入力の0.85倍になる電圧で

試験する。他の全ての機器は，定格電圧の0.94倍の

電圧で試験する。 

19.101 床上から 1.8 m を超える高さに取り付ける

機器以外の機器は，定格電圧を加え，箇条11に規定

する状態で運転する。定常状態になったとき，固有

質量が130 g/m2～165 g/m2で，幅が100 mm，照射器

の前面を覆うのに十分な長さをもつ乾燥した漂白綿
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箇条22 

22.46 

22.102 

 

 

 

 

22.103 

 

 

22.105 

 

 

22.112 

 

 

22.113 

 

 

22.114 

 

フランネル1枚を，最も不利な位置で，機器の上に

広げる。 

フランネルは，10秒以内にくすぶったり，着火して

はならない。 

箇条22 構造（第1 部の箇条22 による。） 

22.46 故障／エラー状態を制御するための手段。 

22.102 つるす部分，又は人の上で昇降することを

意図した部分をもつ機器は，つり下げ機構の故障，

又はその部分が過剰に移動することがあっても，い

かなる障害も防止する安全装置を備えていなければ

ならない。 

22.103 全身照射，又は人の上で用いることを意図

する照射器は，偶発的な損害から保護しなければな

らない。 

22.105 垂直に対して35°を超えて傾斜したUV機

器は，タイマが故障すると自動的に紫外線の照射が

止まる構造でなければならない。 

UV フィルタを取り付けた機器は，フィルタを取り

外しても紫外線の照射が増加しないような構造でな

ければならない。 

22.113 人を完全に囲むことができる機器は，電気

的手段を用いずに，内部から開放できなければなら

ない。 

22.114 人を完全に囲み内部から固定できる商業用

の機器は，操作者が機器の外部から内部に入る手段
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22.115 

 

 

 

箇条24 

24.8 

24.8Ａ 

24.101 

を備えていなければならない。 

22.115 壊れた高圧メタルハライドランプのガラス

部分は，機器の外部に出る場合，使用者に接触する

場合，又は機器の非金属部分に接触した場合に火災

の危険が生じてはならない。 

箇条24 部品（第1 部の箇条22 による。） 

24.8 モータの巻線に直列接続されたコンデンサ。 

24.8Ａ 感熱線を使用した機器の感熱線。 

24.101 E27 及び E40 の電球受金は，使用してはな

らない。ただし，取扱説明書で使用者によるランプ

の交換を禁止している場合は使用することができ

る。 

第 三 条

第2項 

安全機能を有す

る設計等 

電気用品は、前項の規定による措置のみによってはそ

の安全性の確保が困難であると認められるときは、当

該電気用品の安全性を確保するために必要な情報及

び使用上の注意について、当該電気用品又はこれに付

属する取扱説明書等への表示又は記載がされるもの

とする。 

■該当 

□非該当 

箇条7 

 

7.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

箇条7 表示，及び取扱説明又は据付説明（第1 部の

箇条7 による。） 

7.1 日焼けサロン，美容院及び類似の店内で業務用

に用いることを意図するUV機器には，7.6に規定す

る“家庭用ではない。”旨を示す図記号，又は次の趣

旨の表示をしなければならない。 

“家庭用ではない。” 

日焼け用の蛍光UVランプをもつ機器には，蛍光UV

ランプ等価コードの範囲を表示しなければならな

い。この等価コードの範囲は，機器に用いる日焼け

用蛍光性UVランプを特定する。 

日焼け用蛍光UVランプ以外のUV照射器をもつ機

器及び家庭用紫外線治療器には，使用を推奨する照
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7.12 

 

 

7.12 

 

 

射器の型式を表示しなければならない。 

UV 機器，家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭用紫外

線治療器には，次の趣旨の警告を表示しなければな

らない。 

警告：紫外線の照射は，肌の老化及び将来的に皮膚

がんになるような，眼又は皮膚の傷害を引き起こす

ことがある。注意して取扱説明書を読む。備え付け

の保護ゴーグルを着用する。特定の医薬品又は化粧

品によっては，更に過敏になることがある。 

100 000 cd/m2を超える輝度のUV機器，家庭用炭素

弧光灯治療器及び家庭用紫外線治療器には，次の趣

旨の警告を表示しなければならない。 

警告：強烈な光。照射器を見つめない。 

JIS C 7550:2011の4.4.1に規定する免除グループでな

い限り，機器には次の趣旨の警告を表示しなければ

ならない。 

警告：照射器を見つめない。輝度が高い光の照射の

ため，備え付けの保護ゴーグルを装着する必要があ

る。注意して取扱説明書を読む。 

7.12 機器を安全に用いることができるように，機

器には，取扱説明書を備えなければならない。（第1 

部の7.12 による） 

7.12 UV 機器，家庭用炭素弧光灯治療器,家庭用紫

外線治療器及び家庭用赤外線治療器の取扱説明書に

は，“機器の動作中に第三者，特に子供を近づけては
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ならない。”旨を記載しなければならない。 

UV 機器，家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭用紫外

線治療器の取扱説明書には，次の趣旨を記載しなけ

ればならない。 

－UV機器は，次の人は使用してはいけない 

・年齢が18歳未満の人 

・しみを生じやすい人 

・天然の赤毛の人 

・皮膚に異常な変色したはん（斑）点がある人 

・ほくろが多くある人 

・色素又は境界が不規則で，形が非対称で不規則な，

直径が5 mmを超えるほくろをもつ人。疑わしい場

合，医師の診察を受ける。 

・全く日焼けしない人，又は太陽光で容易に日焼け

する人 

・幼少期に，激しい日焼けを頻繁に繰り返した人 

－UV 機器，家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭用紫

外線治療器は，次の人は使用してはいけない 

・日焼けによる症状がある人 

・過去又は現在，皮膚がん（癌）を患うか，皮膚が

ん（癌）になりやすい人 

・光線過敏に関係する疾患のため医師の治療を受け

ている人 

・光線過敏に関係する医薬品を服用している人 

－UV 機器，家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭用紫
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外線治療器を初めて使用して，48時間以内にかゆみ

のような副作用が生じた場合，更に使用する前に医

師の診察を受ける。 

－UV 機器からの照射は，皮膚の赤み（紅班）を生

じるのに必要な最小限の紫外線の照射量を超えては

ならない［個人最少紅班量（MED）］。 

－UV機器からの照射後，約16～24時間後に皮膚の

赤み（紅斑）を確認した場合，さらなる照射は控え

る。１週間後，計画の初めからやり直す。 

－意図した光線との距離に関する情報。ただし，UV

機器，家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭用紫外線治

療器が必要な距離を確保するような構造の場合は除

く。 

－UV 照射器の特性，距離及び皮膚過敏性を基礎と

する継続時間又は間隔を規定するUV 機器の推奨照

射計画。附属書DD参照。 

－推奨するUV機器の1年間の照射回数上限。附属

書DD参照。 

－UV機器，タイマをもつ家庭用炭素弧光灯治療器，

家庭用紫外線治療器及び家庭用赤外線治療器は，タ

イマの故障，又はフィルタの破損若しくは取り外し

時に，機器を使用しない。 

－UV 機器，家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭用紫

外線治療器のフィルタ及びリフレクタのような，紫

外線の照射に影響する部品の識別子。 
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－交換できるUV照射器の識別子，及び機器に表示

する形式だけに交換するという提示。日焼け用蛍光

性UV ランプは，機器に表示する等価コードの範囲

内の等価コードを表示した UV 部品だけと交換す

る。この場合，等価コードの例と同じUV 部品が日

焼け用等価コードのある蛍光性UVランプである。 

UV 機器，家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭用紫外

線治療器の取扱説明書には，次の趣旨の情報又は注

意を含まなければならない。 

－日光，UV 機器，家庭用炭素弧光灯治療器及び家

庭用紫外線治療器からの紫外線の照射は，皮膚又は

眼の後遺障害を招くおそれがある。これら生物学的

影響は，個人の皮膚の性質だけでなく，照射量又は

質に依存する。 

－皮膚は，過度の照射の後，日焼けを生じることが

ある。日光，UV 機器，家庭用炭素弧光灯治療器及

び家庭用紫外線治療器からの紫外線の照射を過度に

繰返すと，皮膚しゅよう（腫瘍）が進行する危険が

増すだけでなく，皮膚の早い老化を招くことがある。

これらの危険性は，紫外線の照射が累積すると共に

増す。若年時の照射は，その後の皮膚障害の危険性

が増す。 

－目を保護しないと表面に炎症を起こすことがあっ

て，過度に照射した場合は，網膜に障害が生じるこ

とがある。何度も照射を繰り返すと白内障が進む場
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合がある。 

－紫外線の照射に対して過敏症又はアレルギがある

と申告する人には，照射を開始する前に医師の診察

を受けることを推奨する。 

－用いたほうがよい保護ゴーグルの形式。 

－次の予防措置を取らなければならない。 

・常に備えられた保護ゴーグルを用いる。コンタク

トレンズ又はサングラスは，保護ゴーグルの代替え

品にはならない。 

・照射前には，化粧品，香水，及びスキンケア製品

を十分に落とし，サンスクリーン，又は日焼け効果

を高める製品を用いない。 

・紫外線の照射によって悪化する病状又は薬剤の副

作用がある。疑問がある場合，医師の診察を受ける。 

・照射継続時間，照射間隔，及びランプとの距離に

関する推奨事項に従う。 

・皮膚に，持続するはれもの又はただれが生じたり，

色素沈着したほくろ又はあざが変化した場合，医師

の診察を受ける。 

－UV 機器は，次の予防措置を取らなければならな

い。 

・初回と次の照射との間には， 48時間以上空ける。 

・日光浴を行った日には，この機器の使用は行わな

い。 

・傷跡，入れ墨，及び性器などの皮膚の敏感な部分
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を照射から保護する。 

通常の使用時に開けなければならない蓋をもつ機器

は，取扱説明書に，“蓋を閉じてスイッチを入れては

ならない。”及び“保管するために蓋を閉じる前に機

器を電源から切り離し，冷却しなくてはならない。”

旨の警告を含まなければならない。ただし，19.2 及

び19.3の試験に適合する機器に要求しない。 

VIS照射器又は IR照射器をもつ機器，家庭用炭素弧

光灯治療器及び家庭用赤外線治療器の取扱説明書に

は，次の事項を含まなければならない。 

－可視照射，並びに赤外線照射から目を保護するた

めの注意事項，及び使用者を過度の照射の危険から

守るため十分な措置を講じなければいけない旨の注

意事項。 

－次の人は，VIS機器，IR機器，家庭用炭素弧光灯

治療器及び家庭用赤外線治療器を使用してはならな

い旨。 

・日焼けによる症状がある人 

・光線過敏を含む疾病の治療を受けている人 

・光線過敏に関係する薬剤を服薬する人 

－初めて機器を使用した後，48時間以内に予測しな

い副作用，例えば，かゆみなどが発生した場合，次

に使用する前に医師の診察を受けなければいけない

旨。 

－意図した照射距離に関する情報。ただし，機器の
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箇条23 

23.7 

箇条24 

24.5 

箇条25 

 

25.10 

構造上，距離が確保できる場合を除く。 

－照射器の特性又は照射距離に基づく，継続時間及

び間隔を規定する推奨照射計画。 

－タイマの故障，又はフィルタの破損若しくは取り

外し時に，機器を使用してはいけない旨。 

－フィルタ又はリフレクタなど，照射に影響する可

能性がある交換部品の識別子。 

－交換可能な照射器の識別子，及び機器に表示する

形式の照射器だけに交換可能である旨。 

－ゴーグルの使用方法，及び最大照射時間に関する

情報。ただし，機器を32.103が要求するとおり試験

し，JIS C 7550:2011の4.4.1が規定する免除グループ

の制限に収まる場合は必要ない。 

次のいずれかの図記号を使用する場合，その意味を

説明しなければならない。 

－家庭用ではない。”旨の図記号 

－図記号 IEC 60417-の記号6301（2015-03） 

箇条23 内部配線（第1 部の箇条7 による。） 

23.7緑と黄色との配色で識別した電線。 

箇条24 （第1 部の箇条7 による。） 

24.5 モータの補助巻線に用いるコンデンサ。 

箇条 25 電源接続及び外部可とうコード（第 1 部の

箇条25 による。） 

25.10 クラス I 機器の電源コード。 

第四条 供用期間中にお 電気用品は、当該電気用品に通常想定される供用期間 ■該当 箇条22 箇条22 構造（第1 部の箇条22 による。）  
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ける安全機能の

維持 

中、安全機能が維持される構造であるものとする。 □非該当 22.16 

22.18 

22.31 

22.32 

 

22.42 

22.104 

 

 

箇条23 

23.3 

 

 

 

 

 

 

箇条25 

 

25.7 

 

 

 

25.14 

 

22.16 自動式巻取り機構。 

22.18 導電部その他の金属部の耐腐食性。 

22.31 摩耗による沿面距離及び空間距離の減少。 

22.32 摩耗による汚染物の堆積による，沿面距離及

び空間距離の減少。 

22.42 部品のインピーダンスの変化。 

22.104 人の上で用いることを意図する固定形機器

は，緩みを防止する固定機構をを備えていなければ

ならない。 

箇条23 内部配線（第1 部の箇条7 による。） 

23.3 内部配線の折り曲げ試験 

以下を追加する。 

－機器を保管するときに限り屈曲する導体，及び機

器を通常使用するときに屈曲する導体であって，家

庭用で手動操作する導体の場合，5 000回 

－その他の通常使用において，屈曲する導体の場合，

50 000回 

箇条 25 電源接続及び外部可とうコード（第1 部の

箇条25 による。） 

25.7  以下を追加する。 

UV 機器については，ゴムシース又は紫外線の照射

の影響を受けるおそれがあるその他の材料のシース

をもつ電源コードは，使用してはならない。 

25.14 定置して用いないシースなしの平形コード

の屈曲強度。 
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箇条27 

27.4 

箇条28 

28.1 

 

箇条31 

箇条27 接地接続の手段（第1 部の箇条27 による。） 

27.4 外部導体の接続を意図した接地端子の腐食。 

箇条28 ねじ及び接続（第1 部の箇条28 による。） 

28.1 締付け部，電気接続部及び接地導通を行う接

続部。 

箇条31 耐腐食性（第1 部の箇条31 による。） 

第五条 使用者及び使用

場所を考慮した

安全設計 

電気用品は、想定される使用者及び使用される場所を

考慮し、人体に危害を及ぼし、又は物件に損傷を与え

るおそれがないように設計され、及び必要に応じて適

切な表示をされているものとする。 

■該当 

□非該当 

箇条1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

箇条1 適用範囲 

この規格は，定格電圧が単相機器の場合は250 V以

下，その他の機器の場合には480 V以下の家庭用及

びこれに類する目的の，皮膚に光（100nm～1mmの

波長）を照射するための照射器を組み込んでいる電

気機器（以下，機器という。）の安全性について規定

する。 

通常，家庭で用いない機器でも，日焼けサロン，美

容院及び類似の店内において一般人が用いる機器の

ような，一般大衆への危険源となる機器も，この規

格の適用範囲である。 

この規格では，日焼けサロン，美容院及び類似の店

内，又は家庭において，機器に起因して人が遭遇す

る共通的な危険性を可能な限り取り扱う。ただし，

この規格では，通常，次の状態については規定して

いない。 

－次のような人（子供を含む。）が監視又は指示のな

い状態で機器を安全に用いることができない場合。 

・肉体的，知覚的又は知的能力の低下している人 
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箇条6 

6.101 

 

 

 

箇条7 

 

7.1 

 

 

 

 

 

7.12 

 

 

 

7.12 

7.13 

箇条15 

15.3 

箇条22 

22.44 

・経験及び知識が欠如している人 

－子供が機器で遊ぶ場合。 

箇条6 分類（第1 部の箇条6 による。） 

6.101 UV 機器は，紫外線の照射に関して，次のう

ちいずれかのタイプでなければならない。 

－家庭用機器 

－業務用限定機器 

箇条7 表示，及び取扱説明又は据付説明（第1 部の

箇条7 による。） 

7.1 以下を追加する。 

日焼けサロン，美容院及び類似の店内で業務用に用

いることを意図する UV 機器には，7.6 に規定する

“家庭用ではない。”旨を示す図記号，又は次の趣旨

の表示をしなければならない。 

“家庭用ではない。” 

7.12 UV 機器，家庭用炭素弧光灯治療器,家庭用紫

外線治療器及び家庭用赤外線治療器の取扱説明書に

は，“機器の動作中に第三者，特に子供を近づけては

ならない。”旨を記載しなければならない。 

7.12 （第三条第2項に記した7.12と同じ内容） 

7.13 取扱説明書等文書における公用語による記載 

箇条15 耐湿性等（第1 部の箇条15 による。） 

15.3 通常使用時に生じる湿気への耐性 

箇条22 構造（第1 部の箇条15 による。） 

22.44 玩具のような形状及び装飾をもつ外郭を備
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22.108 

 

 

 

えてはならない。 

22.108 ねじ又はその他の恒久的据付装置によって

壁に固定することを意図した機器は，固定方法が容

易に分かるような構造であるか，又は固定方法を取

扱説明書に記載しなければならない。 

第六条 耐熱性等を有す

る部品及び材料

の使用 

電気用品には、当該電気用品に通常想定される使用環

境に応じた適切な耐熱性、絶縁性等を有する部品及び

材料が使用されるものとする。 

■該当 

□非該当 

箇条11 

11.7 

 

 

 

 

11.8 

 

 

 

 

 

箇条15 

箇条22 

22.21 

 

22.24 

 

 

 

箇条11温度上昇（第1 部の箇条11による。） 

11.7 機器は，定常状態になるまで運転する。 

壁又は天井に取り付ける機器のモータで動作する部

分は，休止時間を設定しないで5回，又は 5分間の

うちのいずれか短い時間，完全上昇及び下降を繰り

返す。 

11.8 安定器巻線及びそれに接続する配線の温度

は，規定条件の下で測定したとき，JIS C 8105-1:2017

の12.4に規定する値を超えてはならない。 

皮膚と接触する表面の温度上昇は，継続して手で保

持するハンドルについて規定する値を超えてはなら

ない。 

箇条15 耐湿性等（第1 部の箇条15による。） 

箇条22 構造（第1 部の箇条22 による。） 

22.21 含浸を施さない繊維性又は吸湿性がある材

料。 

22.24 裸の加熱素子は，通常使用中に過度に位置が

ずれないよう支持されていなければならない。加熱

素子の破裂が危険を増加させてはならない。 

適否は，目視検査及び次の試験によって判定する。 
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箇条24 

箇条29 

 

 

 

 

30.1 

加熱素子は，最も不利な位置で切断する。導体が可

触金属部に接触したり，機器から脱落したりしては

ならない。 

箇条24 部品（第1 部の箇条24 による。） 

箇条 29 空間距離，沿面距離及び固体絶縁（第1 部

の箇条29 による。） 

機器は，受ける可能性がある電気的ストレスに耐え

るのに適した空間距離，沿面距離及び固体絶縁をも

つ構造でなければならない。 

30.1 非金属製の外側の部分，接続部を含む充電部を

保持する絶縁物，及び付加絶縁又は強化絶縁として 

用いている熱可塑性絶縁物は，その劣化によって，

機器がこの規格に適合しなくなるおそれがないよう

に， 十分な耐熱性をもっていなければならない。 

第 七 条

第1号 

感電に対する保

護 

電気用品には、使用場所の状況及び電圧に応じ、感電

のおそれがないように、次に掲げる措置が講じられる

ものとする。 

一 危険な充電部への人の接触を防ぐとともに、必要

に応じて、接近に対しても適切に保護すること。 

■該当 

□非該当 

箇条8 

 

8.1 

 

 

 

 

 

 

 

箇条22 

箇条8 充電部への接近に対する保護（第1 部の箇条

8 による。） 

8.1 機器は，充電部への偶然の接触に対し適切な保

護をする構造であり，かつ，覆っていなければなら 

ない。 

以下を追加する。 

JIS C 8105-1:2017の箇条8の関連する要求事項は，

照射器の交換中に適用する。ただし，取扱説明書で

使用者による交換を禁止し，交換には工具が必要な

場合を除く。 

箇条22 構造（第1 部の箇条22 による。） 
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22.5 

22.107 

 

箇条23 

23.3 

 

 

 

 

 

箇条 27 

22.5 コンデンサの残留電荷による感電危険の防止 

22.107 通常の使用状態で身体を支持し，皮膚に接

触する金属部分は，接地してはならない。 

箇条23 内部配線（第１部の箇条23 による。） 

23.3 以下を追加する。 

－機器を保管するときに限り屈曲する導体，及び機

器を通常使用するときに屈曲する導体であって，家

庭用で手動操作する導体の場合，5 000回 

－その他の通常使用において，屈曲する導体の場合，

50 000回 

箇条27 接地接続の手段（第１部の箇条27 による。） 

第 七 条

第2号 

感電に対する保

護 

二 接触電流は、人体に影響を及ぼさないように抑制

されていること。 

■該当 

□非該当 

箇条13 

 

箇条16 

 

箇条22 

 

 

 

 

 

22.52A 

 

 

箇条27 

箇条 13 動作温度での漏えい電流及び耐電圧（第１

部の箇条13 による。） 

箇条16 漏えい電流及び耐電圧（第１部の箇条16 に

よる。） 

箇条22 構造（第１部の箇条22 による。） 

22.5 差込プラグを用いて電源に接続する機器は，

通常使用時に差込プラグのピンに触った場合に，定

格 静電容量が 0.1 µF を超える充電されたコンデ

ンサからの感電の危険がない構造でなければならな

い。 

22.52A サージ保護装置は，専門業者が設置するこ

とを意図する機器を除き，クラス 0I 機器の充電部

と可 触金属部との間に接続してはならない。 

箇条27 接地接続の手段（第１部の箇条27 による。） 
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第八条 絶縁性能の保持 電気用品は、通常の使用状態において受けるおそれが

ある内外からの作用を考慮し、かつ、使用場所の状況

に応じ、絶縁性能が保たれるものとする。 

■該当 

□非該当 

箇条11 

箇条13 

 

13.1 

 

 

13.3 

 

箇条14 

 

 

箇条15 

15.3 

 

箇条16 

 

箇条26 

箇条29 

箇条11 温度上昇（第１部の箇条11 による。） 

箇条13 動作温度での漏えい電流及び耐電圧（第１

部の箇条13 による。） 

13.1 動作温度において機器の漏えい電流は，過度

になってはならず，かつ，機器は十分な耐電圧性能

を もっていなければならない。 

13.3 機器を電源から遮断し，絶縁部に対して耐電

圧試験中， 絶縁破壊が生じてはならない。 

箇条14 過渡過電圧（第１部の箇条14 による。） 

機器は，発生する可能性がある過渡過電圧に耐えな

ければ ならない。 

箇条15 耐湿性等（第１部の箇条15 による。） 

15.3 機器は，通常使用時に生じる湿気に耐えるよ

うになっていなければならない。 

箇条16 漏えい電流及び耐電圧（第１部の箇条16 に

よる。） 

箇条26 外部導体用端子（第１部の箇条26 による。） 

箇条 29 空間距離、沿面距離及び固体絶縁（第１部

の箇条29 による。） 

 

第九条 火災の危険源か

らの保護 

電気用品には、発火によって人体に危害を及ぼし、又

は物件に損傷を与えるおそれがないように、発火する

温度に達しない構造の採用、難燃性の部品及び材料の

使用その他の措置が講じられるものとする。 

■該当 

□非該当 

箇条11 

箇条19 

19.101 

 

 

 

箇条11 温度上昇（第１部の箇条11 による。） 

箇条19 異常運転（第１部の箇条19 による。） 

19.101 床上から 1.8 m を超える高さに取り付ける

機器以外の機器は，定格電圧を加え，箇条11に規定

する状態で運転する。定常状態になったとき，固有

質量が130 g/m2～165 g/m2で，幅が100 mm，照射
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箇条22 

22.109 

 

 

 

22.115 

 

 

 

箇条30 

 

30.2 

器の前面を覆うのに十分な長さをもつ乾燥した漂白

綿フランネル1枚を，最も不利な位置で，機器の上

に広げる。 

フランネルは，10秒以内にくすぶったり，着火して

はならない。 

箇条22 構造（第１部の箇条22 による。） 

22.109 可燃材料の不用意な着火を防止することを

意図したガードは，機器に確実に取り付けられ，工

具を用いずに完全に取り外せないよう確実に取り付

けなければならない。 

22.115 壊れた高圧メタルハライドランプのガラス

部分は，機器の外部に出る場合，使用者に接触する

場合，又は機器の非金属部分に接触した場合に火災

の危険が生じてはならない。 

箇条 30 耐熱性及び耐火性（第１部の箇条 30 によ

る。） 

30.2 耐着火性及び耐延焼性 

第十条 火傷の防止 電気用品には、通常の使用状態において、人体に危害

を及ぼすおそれがある温度とならないこと、発熱部が

容易に露出しないこと等の火傷を防止するための設

計その他の措置が講じられるものとする。 

■該当 

□非該当 

箇条11 

11.8 

 

 

 

 

 

 

箇条11 温度上昇（第１部の箇条11 による。） 

11.8 以下を追加する。 

安定器巻線及びそれに接続する配線の温度は，規定

条件の下で測定したとき，JIS C 8105-1:2017の12.4

に規定する値を超えてはならない。 

皮膚と接触する表面の温度上昇は，継続して手で保

持するハンドルについて規定する値を超えてはなら

ない。 
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22.13 

 

 

 

 

22.24 

22.13通常使用状態でハンドルをつかんだときに，表 

3 の“通常使用時に短時間だけ保持するハンドル” 

についての規定値を超える温度上昇部分と，操作者

の手との間で接触のおそれがない構造でなければな

ら ない。 

22.24裸の電加熱素子  は，通常使用中に過度に位置

がずれないように支持されしていなければならな

い。電加熱素子の破裂が危険を増加させてはならな

い。 

第 十 一

条第1項 

機械的危険源に

よる危害の防止 

電気用品には、それ自体が有する不安定性による転

倒、可動部又は鋭利な角への接触等によって人体に危

害を及ぼし、又は物件に損傷を与えるおそれがないよ

うに、適切な設計その他の措置が講じられるものとす

る。 

■該当 

□非該当 

箇条20 

 

20.2 

 

 

 

箇条22 

22.14 

 

 

 

22.101 

 

 

22.102 

 

箇条 20 安定性及び機械的危険（第１部の箇条 20 

による。） 

20.2 機器の使用と運転とが両立する限り，機器の

運動部は，通常使用時に人体を傷害から適切に保護

するように配置さ れているか，又は外郭で囲ってい

なければならない。 

箇条22 構造（第１部の箇条22 による。） 

22.14 機器には，機器の機能上必要でない限り，通

常使用時又は使用者による保守の際に危険を及ぼす 

おそれがある凹凸のある角又は鋭い角があってはな

らない。 

22.101 通常の使用状態で開ける必要がある蓋をも

つ機器は，蓋が不用意に閉じない構造でなければな

らない。 

22.102 つるす部分，又は人の上で昇降することを

意図した部分をもつ機器は，つり下げ機構の故障，
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22.103 

 

 

22.104 

 

 

22.108 

又はその部分が過剰に移動することがあっても，い

かなる障害も防止する安全装置を備えていなければ

ならない。 

22.103 全身照射，又は人の上で用いることを意図

する照射器は，偶発的な損害から保護しなければな

らない。 

22.104 人の上で用いることを意図する固定形機器

は，緩みを防止する固定機構を備えていなければな

らない。 

22.108 ねじ又はその他の恒久的据付装置によって

壁に固定することを意図した機器は，固定方法が容

易に分かるような構造であるか，又は固定方法を取

扱説明書に記載しなければならない。 

第 十 一

条第2項 

機械的危険源に

よる危害の防止 

 電気用品には、通常起こり得る外部からの機械的作

用によって生じる危険源によって人体に危害を及ぼ

し、又は物件に損傷を与えるおそれがないように、必

要な強度を持つ設計その他の措置が講じられるもの

とする。 

■該当 

□非該当 

箇条21 

21.1 

 

 

 

21.101 

 

 

21.102 

 

箇条22 

22.11 

箇条21 機械的強度（第１部の箇条21 による。） 

21.1 照射器は，外装から突き出る隣接したガラス

部分及びレンズを含み，0.35 J の衝撃力を加える。

また，この試験は，機器が落下した場合に床にぶつ

からない照射器及びガラス部分について実施する。   

21.101 可燃材料の不用意な着火を防止することを

意図するガードは，十分な機器的強度をもっていな

ければならない。 

21.102 人を支持することを意図した機器の部分

は，十分な機械的強度をもっていなければならない。 

箇条22 構造（第１部の箇条22 による。） 

22.11 充電部，湿気又は運動部への接触に対する保
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護のための着脱できない部分は，確実な方法で取り

付けるとともに，通常使用時に生じる機械的応力に

耐えなければならない。 

第 十 二

条 

化学的危険源に

よる危害又は損

傷の防止 

電気用品は、当該電気用品に含まれる化学物質が流出

し、又は溶出することにより、人体に危害を及ぼし、

又は物件に損傷を与えるおそれがないものとする。 

■該当 

□非該当 

箇条19 

19.13 

 

箇条22 

22.22 

22.23 

 

22.41 

 

箇条31 

箇条32 

箇条19 異常運転（第１部の箇条19 による。） 

19.13 異常運転試験において、危険な量の有毒性の

ガスが機器から漏れてはならない。 

箇条22 構造（第１部の箇条19 による。） 

22.22 機器は，アスベストを含んではならない。 

22.23 機器には，ポリ塩化ビフェニル（PCB）を含

んだ油を用いてはならない。 

22.41 機器は，ランプを除き，水銀を含む部品を組

み込んではならない。 

箇条31 耐腐食性（第1 部の箇条31 による。） 

箇条32 放射線，毒性その他これに類する危険性（第

1 部の箇条32 による。） 

 

第 十 三

条 

電気用品から発

せられる電磁波

による危害の防

止 

電気用品は、人体に危害を及ぼすおそれのある電磁波

が、外部に発生しないように措置されているものとす

る。 

■該当 

□非該当 

箇条32 

 

32.101 

 

32.101A 

 

32.102 

 

 

32.103 

箇条32 放射線，毒性その他これに類する危険性（第

1 部の箇条32 による。） 

32.101 UV機器からの有害な放射線は，制限しなけ

ればならない。 

32.101A 家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭用紫外線

治療器は，危険な量の放射線を放出してはならない。 

32.102 VIS機器又は IR機器からの照射，又は，家庭

用赤外線治療器からの照射は制限しなければならな

い。 

32.103 JIS C 7550:2011で規定する免除グループに
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分類されない機器は，眼の前面及び側面を適切に保

護し，十分な光透過率をもつ保護ゴーグルを， 2組

以上供給しなければならない。 

第 十 四

条 

使用方法を考慮

した安全設計 

電気用品は、当該電気用品に通常想定される無監視状

態での運転においても、人体に危害を及ぼし、又は物

件に損傷を与えるおそれがないように設計され、及び

必要に応じて適切な表示をされているものとする。 

■該当 

□非該当 

箇条19 

箇条22 

22.49～22.51 

箇条19 異常運転（第1 部の箇条19 による。） 

箇条22 構造（第1 部の箇条32 による。） 

22.49～22.51 遠隔操作に対する規定 

 

第 十 五

条第1項 

始動、再始動及

び停止による危

害の防止 

電気用品は、不意な始動によって人体に危害を及ぼ

し、又は物件に損傷を与えるおそれがないものとす

る。 

■該当 

□非該当 

箇条19 箇条19 異常運転（第1 部の箇条19 による。） 

異常運転試験において、機器は，危険な誤動作を起

こしてはならない 

 

第 十 五

条第2項 

始動、再始動及

び停止による危

害の防止 

電気用品は、動作が中断し、又は停止したときは、再

始動によって人体に危害を及ぼし、又は物件に損傷を

与えるおそれがないものとする。 

■該当 

□非該当 

箇条19 

19.1 

 

 

 

 

 

 

19.11 

 

 

 

 

箇条20 

 

箇条19 異常運転（第1 部の箇条19 による。） 

機器は，異常運転又は不注意運転によって，火災の

危険，及び安全性又は感電に対する保護に影響 を及

ぼす機械的損傷を，できるだけ未然に防止できる構

造でなければならない。 電子回路は，故障状態にな

っても，機器が感電，火災，傷害又は危険な誤動作

を起こさない設計であり， 使い方でなければならな

い。 

正しく機能するためにプログラマブル部品に依存し

た電子回路を組み込んでいる機器には，電源電圧デ

ィップによる動作の中断後の動作サイクルにおい

て，任意の時点での再 始動が危険をもたらす場合，

19.11.4.8の試験を実施する。 

箇条 20 安定性及び機械的危険（第 1 部の箇条 20 

による。） 

 



技術基準との整合確認書 

 29 

20.2 

 

 

箇条22 

22.10 

20.2 自己復帰形温度過昇防止装置及び過負荷保護

装置が何かの拍子に閉状態になった場合に，それが

危険を引き起こ す引き金となってはならない。 

箇条22 構造（第1 部の箇条32 による。） 

22.10 機器に内蔵する自動開閉装置の動作によっ

て，電圧維持下の非自己復帰形温度過昇防止装置が

復帰してはならな い 

第 十 五

条第3項 

始動、再始動及

び停止による危

害の防止 

電気用品は、不意な動作の停止によって人体に危害を

及ぼし、又は物件に損傷を与えるおそれがないものと

する。 

□該当 

■非該当 

－ 

 

 

－  急停止が危険に 

ならない機器 

第 十 六

条 

保護協調及び組

合せ 

電気用品は、当該電気用品を接続する配電系統や組み

合わせる他の電気用品を考慮し、異常な電流に対する

安全装置が確実に作動するよう安全装置の作動特性

を設定するとともに、安全装置が作動するまでの間、

回路が異常な電流に耐えることができるものとする。 

■該当 

□非該当 

箇条10 

10.1 

 

 

10.2 

 

 

箇条17 

 

 

 

 

 

箇条19 

 

箇条10 入力及び電流（第1 部の箇条10 による。） 

10.1 機器に定格入力が表示されている場合，通常

動作温度における入力は，入力の許容値を超える差

があってはならない。  

10.2 機器に定格電流が表示されている場合，通常

動作温度における電流は，電流の許容値を超える差

があってはならない。 

箇条17 変圧器及びその関連回路の過負荷保護（第

1 部の箇条17 による。） 

変圧器から電源の供給を受ける回路をもつ機器は，

通常使用時に生じやすい短絡によって，変圧器の内 

部又は変圧器に接続した回路の温度が過度にならな

い構造でなければならない。 

箇条19 異常運転（第1 部の箇条19 による。） 

機器は，異常運転又は不注意運転によって，火災の
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危険，及び安全性又は感電に対する保護に影響 を及

ぼす機械的損傷を，できるだけ未然に防止できる構

造でなければならない。 電子回路は，故障状態にな

っても，機器が感電，火災，傷害又は危険な誤動作

を起こさない設計であり， 使い方でなければならな

い。 

第 十 七

条 

電磁的妨害に対

する耐性 

電気用品は、電気的、磁気的又は電磁的妨害により、

安全機能に障害が生じることを防止する構造である

ものとする。 

■該当 

□非該当 

箇条19 

 

 

 

19.11.4 

箇条19 異常運転（第1 部の箇条19 による。） 

電子的遮断によって，OFF 位置を得る装置又は機器

を待機モードに置くことができる装置を もつ機器

には，19.11.4 の試験を実施する。 

19.11.4 保護電子回路を組み込んでいる機器は，イ

ミュニティ試験を実施する。 

 

第 十 八

条 

雑音の強さ 電気用品は、通常の使用状態において、放送受信及び

電気通信の機能に障害を及ぼす雑音を発生するおそ

れがないものとする。 

■該当 

□非該当 

－ － 家電機器に対する

雑音の強さは，

J55014 等の別規格

に従う。 

第 十 九

条 

表示等（一般） 電気用品は、安全上必要な情報及び使用上の注意（家

庭用品品質表示法（昭和三十七年法律第百四号）によ

るものを除く。）を、見やすい箇所に容易に消えない

方法で表示されるものとする。 

■該当 

□非該当 

箇条7 

 

7.1 

 

 

 

 

 

 

箇条7 表示，及び取扱説明又は据付説明（第1 部の

箇条7 による。） 

7.1 以下を追加する 

日焼けサロン，美容院及び類似の店内で業務用に用

いることを意図するUV機器には， “家庭用ではな

い。”旨を示す図記号，又は次の趣旨の表示をしなけ

ればならない。 

“家庭用ではない。” 

日焼け用の蛍光UVランプをもつ機器には，蛍光UV
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ランプ等価コードの範囲を表示しなければならな

い。この等価コードの範囲は，機器に用いる日焼け

用蛍光性UVランプを特定する。 

日焼け用蛍光UVランプ以外のUV照射器をもつ機

器及び家庭用紫外線治療器には，使用を推奨する照

射器の型式を表示しなければならない。 

UV 機器，家庭用炭素弧光灯治療器及び家庭用紫外

線治療器には，次の趣旨の警告を表示しなければな

らない。 

警告：紫外線の照射は，肌の老化及び将来的に皮膚

がんになるような，眼又は皮膚の傷害を引き起こす

ことがある。注意して取扱説明書を読む。備え付け

の保護ゴーグルを着用する。特定の医薬品又は化粧

品によっては，更に過敏になることがある。 

100 000 cd/m2を超える輝度のUV機器，家庭用炭素

弧光灯治療器及び家庭用紫外線治療器には，次の趣

旨の警告を表示しなければならない。 

警告：強烈な光。照射器を見つめない。 

JIS C 7550:2011の4.4.1に規定する免除グループでな

い限り，機器には次の趣旨の警告を表示しなければ

ならない。 

警告：照射器を見つめない。輝度が高い光の照射の

ため，備え付けの保護ゴーグルを装着する必要があ

る。注意して取扱説明書を読む。 

VIS照射器又はIR照射器をもつ機器及び家庭用赤外
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7.14 

線治療器には，適切な交換ランプの製造業者名，モ

デル名，技術仕様を表示しなければならない。 

構造上意図する照射距離を確保するような構造でな

い限り，UV 機器，家庭用炭素弧光灯治療器及び家

庭用紫外線治療器には，IEC 60417-の記号 6301

（2015-03）を用いて，推奨照射距離を cm単位で，

寸法用矢印の頭の間に表示しなければならない。 

7.14 表示は，容易に判読でき，かつ，耐久性があ

ること。 

第 二 十

条第1号 

表示（長期使用

製品安全表示制

度による表示） 

次の各号に掲げる製品の表示は、前条の規定によるほ

か、当該各号に定めるところによる。 

一 扇風機及び換気扇（産業用のもの又は電気乾燥機

（電熱装置を有する浴室用のものに限り、毛髪乾燥 

機を除く。）の機能を兼ねる換気扇を除く。） 機器本

体の見やすい箇所に、明瞭に判読でき、かつ、容易に

消えない方法で、次に掲げる事項を表示すること。 

(イ) 製造年 

(ロ) 設計上の標準使用期間（消費生活用製品安全法

（昭和四十八年法律第三十一号）第三十二条の三 

第一項第一号に規定する設計標準使用期間をいう。以

下同じ。） 

(ハ) 設計上の標準使用期間を超えて使用すると、経

年劣化による発火、けが等の事故に至るおそれがある

旨 

□該当 

■非該当 

－ － 長期使用製品安全

表示制度について

は、省令で明確に規

定されているため、

整合規格は不要。 

第 二 十 表示（長期使用 二 電気冷房機（産業用のものを除く。） 機器本体の □該当 － － 同上 
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条第2号 製品安全表示制

度による表示） 

見やすい箇所に、明瞭に判読でき、かつ、容易に消え

ない方法で、次に掲げる事項を表示すること。 

(イ) 製造年 

(ロ) 設計上の標準使用期間 

(ハ) 設計上の標準使用期間を超えて使用すると、経

年劣化による発火、けが等の事故に至るおそれがある

旨 

■非該当 

第 二 十

条第3号 

表示（長期使用

製品安全表示制

度による表示） 

三 電気洗濯機（産業用のもの及び乾燥装置を有する

ものを除く。）及び電気脱水機（電気洗濯機と一体 

となっているものに限り、産業用のものを除く。） 機

器本体の見やすい箇所に、明瞭に判読でき、かつ、容

易に消えない方法で、次に掲げる事項を表示するこ

と。 

(イ) 製造年 

(ロ) 設計上の標準使用期間 

(ハ) 設計上の標準使用期間を超えて使用すると、経

年劣化による発火、けが等の事故に至るおそれがある

旨 

□該当 

■非該当 

－ － 同上 

第 二 十

条第4号 

表示（長期使用

製品安全表示制

度による表示） 

四 テレビジョン受信機（ブラウン管のものに限り、

産業用のものを除く。） 機器本体の見やすい箇所に、

明瞭に判読でき、かつ、容易に消えない方法で、次に

掲げる事項を表示すること。 

(イ) 製造年 

(ロ) 設計上の標準使用期間 

(ハ) 設計上の標準使用期間を超えて使用すると、経

□該当 

■非該当 

－ － 同上 
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年劣化による発火、けが等の事故に至るおそれがある

旨 

 


